
 

 

 

 

 

犯罪のない安全で安心して暮らせるまちは、私たちみんなの願いです。 

しかし、誰もが、ある日突然犯罪の被害に巻き込まれる可能性があります。 

天理市では、犯罪被害者やそのご家族の被害の早期回復及び軽減を図るとともに、 

犯罪被害者を支える地域社会の形成を図り、安全で安心して暮らすことができる 

地域社会の実現を目指すために、この条例を制定しました。 

 

 

 

 

 

 



 

 

◆相談・情報の提供（第６条） 

  ・犯罪被害者等の相談を総合的に行う窓口を設置し、関係機関との連絡調整を

行います。 

 

◆見舞金・貸付金（第７条） 

・犯罪により亡くなられた方のご遺族に30万円の遺族見舞金、重傷病を負わ

れたご本人に10万円の傷害見舞金を支給します。 

・犯罪被害により応急に資金を必要とする犯罪被害者等に、50万円を限度と

して無利子で資金を貸し付けます。 

 

 ◆居住の安定（第８条） 

・自宅などが犯罪の現場となり、住むことができなくなった犯罪被害者等を支

援するため、関係機関と連携し情報の提供などを行います。 

 

◆市民等への理解を深めるための広報及び啓発に努めます。（第９条） 

 

◆民間支援団体が犯罪被害者等への支援を円滑に実施できるよう必要な支援を

行います。（第10条） 

犯罪被害に遭われた方々は、犯罪そのものから受けた生命、身体、財産上の直

接的な被害だけではなく、精神的ショックによる心身の不調や様々な経済的負担、

周囲の無理解による配慮のない言動に傷つき、苦しめられています。 

 被害に遭われた方々が１日も早く平穏な日常生活を取り戻すことができるため

には、その方々の立場に立った適切できめ細やかな支援が提供されることが重要

です。 

そのためには市民のみなさんにも犯罪被害者等の置かれている状況について理

解を深めていただき、市や関係機関が実施する支援施策にご協力いただきますよ

うお願いします。 

  

 

 

 

 



 

 

犯罪被害に遭われた方、そのご家族ご遺族の方が直面する様々な問題につい 

て総合的に相談できる窓口を設置しています。 

まずは、天理市人権センターまで、ご相談ください。 
 

〒632-0011 天理市石上町 581-1  

☎ 0743-65-0130 

月～金曜日（祝日・年末年始を除く）8:30～17:15 

 

 

 

☎ 0742-24-0783 

月～金(祝日・年末年始を除く)10:00～16:00 

公益社団法人 

なら犯罪被害者支援センター 

 

 

●天理警察署 

☎ 0743-62-0110 
 

●ナポくん相談コーナー(警察安全コーナー) 

プッシュ回線  #9110 

ダイヤル回線  ☎ 0742-23-1108 

FAX での相談    0742-24-0874 
 
●性犯罪被害相談 110 番 

☎ 0742-24-4110 

 

 

 

 

警察関係 

 

 

 

●奈良弁護士会 

☎ 0742-22-2035 

月～金(祝日・年末年始を除く)9:30～17:00 
 
●法テラス犯罪被害者支援ダイヤル 

☎ 0570-079714 

月～金(祝日・年末年始を除く)9:00～21:00 

土曜日･････････････････････9:00～17:00 
 
●法テラス奈良 

☎ 0503383-5450 

月～金(祝日・年末年始を除く) 

9:00～17:00 

法律関係 

 

 

 

犯罪被害等の支援に関して、円滑な連携と協力を図るため、「天理警察署」及

び「なら犯罪被害者支援センター」と協定書を取り交わしています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 



天理市犯罪被害者等支援条例 
 

 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成16年法律

第１６１号）に基づき、本市における犯罪被害者等の支援

に関し、基本理念を定め、市及び市民等の責務を明らかに

するとともに、犯罪被害者等の支援のための施策の基本と

なる事項を定めることにより、その施策を総合的に推進し、

犯罪被害者等が受けた被害の早期回復及び軽減を図り、犯

罪被害者等が安全で安心して暮らすことのできる地域社会

の実現に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 (１) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を

及ぼす行為をいう。 

 (２) 犯罪被害者等 犯罪等により被害を受けた者及びそ

の家族又は遺族をいう。 

 (３) 市民等 市内に居住し、勤務し、在学し、又は滞在

している者及び市内において事業活動を行っている者を

いう。 

 (４) 民間支援団体 犯罪被害者等の支援を行うことを目

的とする民間の団体をいう。 

 (５) 関係機関等 国、県その他の関係機関、民間支援団

体その他の犯罪被害者等の支援に関係する者をいう。 

 （基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、次に掲げる事項を基本理念

として行われなければならない。 

 (１) 犯罪被害者等は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊

厳にふさわしい処遇を保障される権利が尊重されること。 

 (２) 犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等の被害

の状況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状況その

他の事情に応じて適切に講ぜられること。 

 (３) 犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害者等が被害

を受けたときから再び平穏な生活を営むことができるま

での間、適切に途切れることなく講ぜられること。 

 （市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、犯罪被害者等の

支援に関する施策を総合的に推進するものとする。 

２ 市は、前項の施策を実施するに当たっては、関係機関等

と相互に連携を図るものとする。 

 （市民等の責務） 

第５条 市民等は、第３条の基本理念にのっとり、犯罪被害

者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう十分配

慮するとともに、市が実施する犯罪被害者等の支援のため

の施策に協力するよう努めるものとする。 

 （相談及び情報の提供等） 

第６条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑

に営むことができるよう、犯罪被害者等が直面している各

般の問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言

を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うものとす

る。 

２ 市は、前項に定める支援を総合的に行うための窓口を設

置するものとする。 

（見舞金の支給等） 

第７条 市は、犯罪被害者等に対し、次の各号に掲げる区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める見舞金を支給するも

のとする。 

 (１) 遺族見舞金 30万円 

 (２) 傷害見舞金 10万円 

２ 市は、犯罪等による被害により応急に資金を必要とする

犯罪被害者等に対し、50万円を超えない範囲で資金の貸

付けを行うものとする。 

３ 第１項の規定による見舞金の支給及び前項の規定による

資金の貸付けに関し、対象者、申請手続その他必要な事項

は、規則で定める。 

 （居住の安定） 

第８条 市は、犯罪等により従前の住居に居住することが困

難となった犯罪被害者等の居住の安定を図るため、必要な

施策を講ずるものとする。 

 （広報及び啓発） 

第９条 市は、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被

害者等の支援について、市民等の理解を深めるための広報

及び啓発に努めるものとする。 

 （民間支援団体への支援） 

第10条 市は、民間支援団体に対し、犯罪被害者等への支

援を円滑に実施することができるよう必要な支援を行うも

のとする。 

 （委任） 

第11条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、市長が規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

 

 


